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単位：10億米ドル 
単位：パーセント(%) 

サブサハラ・アフリカの平均成長率は５．８％ 

リーマンショックの影響
を受け、2008年及び09
年には成長率が低下す
るも、2010年には反転
し、回復傾向。 

名目GDP（アフリカ） 
Africa’s GDP growth 

 

5,710億ドル 
（2001年） 

 

 

1兆6,183億ドル 
（2010年） 

 

２．８倍 

貿易額（アフリカ） 
Africa’s Trade growth 

 

2,717億ドル 
（2001年） 

 

 

9,730億ドル 
（2010年） 

 
３．６倍 

成長するアフリカ：2001年以降着実に伸びる経済 
（Growing African Economy since 2001） 



アフリカ（Africa） 

ヨーロッパ（Europe) 

アジア（Asia） 

オセアニア（Oceania） 

北アメリカ 
（North America） ラテンアメリカ・カリブ海地域 

（Latin America and Caribbean） 

出典： Population Division of the United Nations    
     Department of Economic and Social Affairs 

（百万人） 

10年毎に3億人の増加 
2050年，アフリカ人口は
2010年比倍増，２０億人を
越える見込み 

アジアの人口は
2060年前後から
漸減を始める 
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2005-2010年平均人口増加率 
アフリカ：２．３％ アジア：１．１％ ヨーロッパ：０．２％ 
ラテンアメリカ・カリブ地域：１．２％ 北アメリカ：０．９％ 
オセアニア：１．７％ 

2060年までの世界人口推移予想（Forecast on World Population by 2060） 

増大する人口：アフリカは成長する大陸 （Growing  African Population） 

６地域中最も高い伸びを見せるアフリカの人口 

中国の生産年齢人
口は２０１５年以降

減少すると言われる 

2005-2010年平均人口増加率 
アフリカ：２．３％ アジア：１．１％ ヨーロッパ：０．２％ 
ラテンアメリカ・カリブ地域：１．２％ 北アメリカ：０．９％ 
オセアニア：１．７％ 

10年毎に3億人の増加 
2050年，アフリカ人口は
2010年比倍増，２０億人を
越える見込み 

中国の総人口は 

２０２５年以降減少
すると言われる 



自由裁量所得 
を持つ 

（百万世帯） ２０２０年には，アフリカで 
１億２８００万世帯が 
自由裁量所得を得るようになる。 

出典：Mc Kinsey Global Institute「Lions on the Move」より講師作成 

世帯年間所得 
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１６３ 

１９６ 

２４４ 

アフリカにおける所得階層の割合推移（予想） 
（Forecast on African Household Income Trend） 

所得の少ない世帯数は 
あまり増えない。 



直接投資額（フロー） 
（FDI to Africa） 
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世界の対アフリカ援助額 

世界の対アフリカ直接投資額 

出典：OECD(ODA) 
    UNCTAD(FDI) 

単位：10億米ドル 

５．０倍 

 

109億ドル 
（2000年） 

 

 

550億ドル 
（2010年） 

 

新たな投資先として注目を集めるアフリカ 
（Africa as New Investment Destination from World） 

07年から直接投資が援助額を超える 

直接投資額（10億米ドル） 出典：UNCTAD 

  2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 

世界全体 1,461.9  1,970.9  1,744.1  1,185.0  1,243.7  

対アフリカ 46.3  63.1  73.4  60.2  55.0  

割合 3.2% 3.2% 4.2% 5.1% 4.4% 

直接投資の減少率（2007年と2009年との比較） 

世界全体 
３９．９％減 

対アフリカ 
４．７％減 

リーマンショック後、直接投資が世界的に
縮小傾向にある中、新たな投資先としての
アフリカに注目が集まりつつある。 



世界からアフリカへの投資（２０１０年，フロー） 
（Investment Flow to Africa from World, 2010） 
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アフリカの投資受入額上位１５ヶ国（Top 15 African FDI recipients） 

（百万ドル million $） 

出典：ＵＮＣＴＡＤ Ｓｔａｔ 

・・・資源保有国（資源により生み出される 
   余剰価値がＧＤＰの１０％以上の国） 

：投資受入上位国は資源保有国に限られない。 



アフリカにおける経済統合（RECs in Africa) 

自由貿易地域。２０１５
年までに関税同盟が
設立される見込み。 

自由貿易地域。２０１１
年中に関税同盟が設
立される見込み。 

関税及び非関税障壁
が撤廃され，自由貿易
地域になりつつある。 

関税同盟設立済
み（２００５年）。 

関税同盟設立済み。 
（２００９年） 

関税及び非関税障
壁の撤廃を検討中。 

自由貿易地域。２０１１
年以内に関税同盟が設
立される見込み。 

アフリカ大陸レベル： 

アブジャ条約（１９９１年締結。発
効済み）にて，ＲＥＣｓをすべて統
一して２０２８年までにアフリカ全
体を一つの経済共同体（Africa 
Economic Community）とすること
が謳われている。 

「ＳＡＤＣ・ＥＡＣ・ＣＯＭＥＳＡ
３地域ＦＴＡ  Tripartite FTA」 

に向け準備中（２０１１年６
月，交渉開始に合意） 
 
 
 
 
 

成立すれば人口
約６億人の巨大自
由貿易地域に。 
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石油埋蔵国世界トップ２０ 

天然ガス埋蔵国世界トップ２０ 

鉱物資源埋蔵国世界トップ１０ 

Mineral Commodity Summaries 2009 (US Department of Interior) 

BP Statistical Review of World Energy June 2009 

主な鉱物資源埋蔵国 

鉛 

ウラン 

コバルト 
ダイヤ 

マンガン 

白金族金属，チタン，金，バナジウ
ム，クロム，マンガン，ウラン，ニッケ
ル，ダイヤ，アルミニウム，鉛 

ダイヤ 

ウラン 

コバルト
銅 

アルミニウム 
チタン 

セシウム 
リチウム 

ニッケル 
コバルト 
クロム 

ウラン 

金，ダイヤ， 
石炭，白金，銅 

鉄鉱石 
石油 
天然ガス 

プラチナ 

銅 
亜鉛 
ニッケル 

ボーキサイト，金 

石油 
石油 

石油 

石油 
石油 

ボーキサイト 

マンガン 
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2009年の資料である

ため、南スーダン単
独のデータはない 

広大な土地に豊富な鉱物・エネルギー資源 
（Rich Mineral and Energy Resources in Africa） 

〈アフリカは成長する大陸〉 



 
広域電力インフラ 
・地域全体への安定的な電力供給、及び広域電
力網の維持・管理のための能力向上に関する協
力 

ＴＩＣＡＤ Ⅳ－元気なアフリカを目指して－（Vibrant Africa） 

“経済成長の加速化”（Boosting Economic Growth） 

エネルギー分野（Energy）  
道路、港湾を含む広域運輸インフラ 
・ 広域運輸回廊及び国際港湾の計画、整備、改修の
ための資金、技術援助の提供 
・広域インフラの維持・管理のための能力向上を支援 
・１４か所のワンストップ・ボーダーポスト（OSBP)等の越
境手続円滑化の促進 

運輸分野（Transportation） 

横浜行動 
計画 

無償資金協力・技術協力:370億円  

円借款:40億ドル   

JBIC 資金（アフリカ投資ファシリティ－）:25億ドル 
(融資及び保証) 

世界銀行、アフリカ開発銀行、その他機関との協調 

2010年、我が国は アフリカのインフラ投資に関し、先進国の二国間援助のトップドナー国。

Japan is the top bilateral donor in Africa's infrastructure development in 2010. 

アフリカ全体のインフラ需要見込みは９３０億ドル（世銀試算） 

（World Bank estimates  Africa’s infrastructure deficit at $93 billion.） 



Libya 

Tunisia 

WALVIS BAY 

BEIRA 

NACALA 

DURBAN 

MOMBASA 

DAR ES SALAAM 

AGADIR 

LOBITO 

MTWARA 

JOHANNESBURG 

NAMIBE 

マラバ 

ブシア 

ムトゥクラ 
ルンガルンガ／ホロホロ 

タベタ 

ナマンガ 

イセバニア／シラリ 

チルンド 

マムノ／トランスカラハリ 

ルスモ 

タコラディ開発回廊 

国道第８号線改修計画 

（ガーナ 88.24億円） 

キンシャサ市ポワルー通り補
修及び改修計画（Ⅰ，Ⅱ） 

（コンゴ（民） 51.03億円） 

アティアク－ニムレ間道路改修計画 

（ウガンダ 33.95億円） 

ラゴス－モンバサ回廊 

ナイル架橋建設計画  

（ウガンダ 91.98億円） 

ナイロビ西部環状道路建設計画 

（ケニア 25.43億円） 

道路セクター支援計画 

（タンザニア 71.19億円） 

ムトワラ回廊 

マサシ－マンガッカ間道路整備計画 

（タンザニア 30.00億円） 

ニューバガモヨ道路拡張計画 

（タンザニア 49.33億円） 

ナカラ回廊 

ナンプラ－クアンバ間道路改善計画 

（モザンビーク 59.78億円） 

カイロ－ダカール回廊  

地中海道路建設計画 

（モロッコ 84.55億円） 

ラゴス－モンバサ回廊 

バメンダ－マムフェ－エコック間及び 

マフム－アバカリキ－エヌグ間 

道路交通促進計画 

（カメルーン 45.40億円） 

ブジュンブラ市内道路改修・ 

インフラ整備計画 

（ブルンジ 27.00億円） 

ナミベ回廊 

ナミベ港緊急港湾改修計画 

（アンゴラ 39.32億円） 

■運輸インフラ分野における我が国の主な支援（2008年度～2011年度Ｅ／Ｎ署名） 

ルスモ国際橋及び国境手続円滑化施設整備計画 
（タンザニア，ルワンダ 38.00億円） 

タジュラ湾海上輸送力増強計画 

（ジブチ 8.65億円） 

アバイ渓谷ゴハチオン－デジェン幹
線道路機材整備計画   

（エチオピア 9.60億円） 

地方道路整備計画（Ⅱ） 

（モロッコ 59.81億円） 

ガベス－メドニン間マグレブ横断道路整備計画 

（チュニジア 150.84億円） 

ダカール－ンジャメナ回廊 

マリ・セネガル南回廊道路橋梁整備計画 

（マリ，セネガル 37.82億円） 

国道一号線アワシュ橋架け替
え計画（エチオピア 12.46億円) 

第四次幹線道路改修計画 

（エチオピア 41.58億円） 

ルサカ南部地域居住環境改善計画
（ザンビア 27.76億円） 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ ★ 

リビングストン市道路整備計画 

（ザンビア 9.86億円） 

ンドラ・キトウェ市道路網整備計画 

（ザンビア 26.92億円） 

円借款 

無償資金協力 

ワンストップボーダーポスト 
国境を挟む両国が，出入国手続や通関
業務を一つの施設内で一括して行う仕
組み。 
 

■ 施設整備及び技術協力 

★ 技術協力 

ブランタイヤ市道路網整備計画 

（マラウイ 14.28億円） 

ダルエスサラーム回廊 

国道一号線南ルクル橋架け替え計画（Ⅰ，Ⅱ） 

（マラウイ 9.94億円） 

Japan’s Cooperation for 
Transportation Infrastructure 
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Western 
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Guine

a 
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u 

Uganda 

Senegal  

Cabo Verde 

■電力インフラ分野における我が国の主な支援（2008年度～2011年度Ｅ／Ｎ署名） 

 ： 無償 

 ： 円借款 

ナイジェリア（19.90億円） 
ジェバ水力発電所緊急改修計画 

モロッコ（6.40億円） 
太陽光を利用したクリーンエネルギー導入計画 

エジプト（94.40億円） 
コライマット太陽熱・ガス統合発電計画（Ⅱ） 

エジプト（9.70億円） 
太陽光を利用したクリーンエネルギー導入計画 

エジプト（388.64億円） 
ガルフ・エル・ゼイト風力発電計画 

エジプト（107.68億円） 
上エジプト給電システム改善計画 

シエラレオネ（16.51億円） 
フリータウン電力供給 
システム緊急改善計画（Ⅱ） 

ガーナ（4.10億円） 
地方電化計画（Ⅱ） 

ガーナ（6.10億円） 
太陽光を利用したクリーンエネルギー導入計画 

ナイジェリア（5.74億円） 
クロスリバー州及びアクワ・イボム州地方電化計画（Ⅲ） 

カメルーン（29.39億円） 
送配電網強化・拡充計画 

ガボン（6.70億円） 
太陽光を利用したクリーンエネルギー導入計画 

ジブチ（6.10億円） 
太陽光を利用したクリーンエネルギー導入計画 

ウガンダ（12.87億円） 
第二次地方電化計画 

ウガンダ（54.06億円） 
ナイル赤道直下湖周辺国送電線連結計画 

ルワンダ（24.54億円） 
変電及び配電網整備計画 

ケニア（124.10億円） 
オルカリア－レソス－キスム送電線建設計画 

ケニア（295.16億円） 
オルカリアⅠ 4・5号機地熱発電計画 

タンザニア（60.48億円） 
イリンガ－シニャンガ基幹送電線連結計画 

タンザニア（23.53億円） 
オイスターベイ送配電施設強化計画 

タンザニア（25.00億円） 
キリマンジャロ州地域送配電網強化計画 

タンザニア（30.00億円） 
ザンジバル地域配電網強化計画 

ブルンジ（5.40億円） 
太陽光を利用したクリーンエネルギー導入計画 

ザンビア（55.11億円） 
電力アクセス向上計画 

ボツワナ（11.10億円） 
太陽光を利用したクリーンエネルギー導入計画 

マラウイ（6.60億円） 
太陽光を利用したクリーンエネルギー導入計画 レソト（2.97億円） 

太陽光を利用したクリーンエネルギー導入計画 

カーボヴェルデ（61.86億円） 
送配電システム整備計画 

Japan’s Cooperation for  

Energy Infrastructure 
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インフラ開発に向けたその他の取組 
（Japan’s other tools for Africa’s Infrastructure Development） 

日本SADCインフラ投資セミナーの開催（2012年3月、東京）（Japan-SADC Infra Investment Seminar) 

アフリカの民間セクター開発のための共同イニシアティブ（EPSA for Africa) 

国際投資協力銀行（JBIC)と南部アフリカ開発銀行（DBSA)との協調融資 

・SADC諸国のインフラ投資の政府関係者（アンゴラの運輸大臣、SADC事務局次長）、日本
企業関係者等約２４０名が参加。 

・日本側からインフラ投資への資金協力の枠組みを説明、SADC側からSADC地域の投資環
境や運輸、電力、通信、水分野を中心に具体的案件を紹介。 

・日本企業関係者との間で活発な意見交換、候補案件の具体化に向けた協議が行われた。 

・アフリカの民間セクター開発を包括的に支援するため、2005年、アフリカ開発銀行との協調
融資促進スキームとして立ち上げ、我が国は5年間で10億ドルを上限として円借款を供与する
旨表明、その目標を達成した。 

・2012年5月、EPSAの下で新たに5年間で10億ドルの円借款を供与することを決定。 

NEPAD-OECD投資イニシアティブ 

・2005年、アフリカの投資環境改善に向けた支援として立ち上げ。最近、OECDの投資のため
の政策枠組み（PFI）を活用した「ＳＡＤＣ地域のための投資政策枠組み」の作成を検討。 

・2007年、鉱物資源開発を含む現地日系企業の投資環境を整備・改善するインフラプロジェク
ト等に対して総額2億ドルを限度とする貸付契約を調印。 



成長加速化のための官民パートナーシップ 
（Public Private Partnerships to Boosting Economic Growth） 

海外投融資 

円借款の柔軟な活用 
平成２３年８月より、中進国および中進国を超える
所得水準の開発途上国に対して、パッケージ型イン
フラ案件の受注や資源獲得等のために有効な場合に
は、円借款を戦略的に活用できるよう制度改善 

ＰＰＰ協力準備調査 
民間企業の提案に基づき、ＪＩＣＡがＡＳＥＡＮな
どアジアを中心に上下水、道路、鉄道など２７件の
調査事業をこれまでに採択 

新興国への進出 

民間提案による 

ＯＤＡプロジェクト 

事業化調査の提案 

事業への資金ニーズ プロジェクトの提案 

＊ＯＤＡによる港湾基礎インフラ整備・航路浚渫＋民間企業に
よるコンテナターミナルの建設・運営（ベトナム・ラックフェン国際
港） （円借款） 

＊ＯＤＡによるアクセス道路・橋梁の建設＋日本企業による銅
鉱山開発（インドネシア・スンバワ島）（無償資金協力） 

＊ベトナムで本邦向け技能実習生・技術者の派遣前職業訓練
等を行う現地法人に融資を実施。同国の産業人材育成を図
る 

＊パキスタンのマイクロファイナンス銀行に出資。業務の拡充
および貧困層への金融サービスの拡大を図る 

開発効果の高い事業にＪＩＣＡが投融資 



・アフリカ49カ国（閣僚級34名）、31の地域・国際機関、NGO、民間企業から計470名が参加 
・横浜行動計画で我が国が公約したアフリカ支援策を着実に実施。（我が国の対アフリカODA
倍増（18億ドル）、対アフリカ民間投資倍増支援（34億ドルを上回る54億ドル）） 
・TICAD Ⅴでは、「経済成長の加速化」に重点を置くとことで一致。 

・民間セクターは、アフリカ経済の成長の原動力。成長促進には、インフラ整備、優良な規制
環境創出等、多面的なアプローチが重要。 
・インフラ開発戦略の重要性を認識。ODA等の公的資金に加え、民間投資を促進すべきであ
り、官民パートナーシップ（PPP）は重要。日SADCインフラ投資セミナーの成功を歓迎。 

第4回TICAD閣僚級フォローアップ会合の概要（2012年5月）（於：モロッコ） 

ＴＩＣＡＤ Ⅴに向けて（Toward TICADⅤ） 

TICADⅤを通じて、アフリカのインフラ需要を 
日本の成長に取り込んでいくことが重要。 

・「アフリカの成長に一層の弾みをつけることができれば、アフリカの
成長を我が国の成長につなげていくことができるはずです。」 
            （平成24年2月玄葉大臣演説、於：政策研究大学院大学） 


